
                               （参考資料） 

「伊方発電所 原子力事業者防災業務計画」の修正概要について 
 

 

１．原災法改正に伴う修正 

 

（１）原子力災害発生時における当社からの通報先を変更 
○地元自治体への通報先として、緊急時防 
護措置を準備する区域（ＵＰＺ：伊方 
発電所から概ね半径３０ｋｍの区域） 
に該当する自治体＊（宇和島市、伊予市、 
内子町）を追加する。 

○国への通報先を経済産業大臣から内閣総 
理大臣および原子力規制委員会へ変更 
する。 

 

  ＊山口県については、山口県地域防災計画原子 
力災害対策編の策定後に追加の予定 

 
 
（２）緊急時対策所の記載内容の充実 
○ 記載内容の充実として、以下の内容を追加記載 
・緊急時対策所や安全パラメータ伝送システム 
（ＳＰＤＳ）は、地震等の自然災害が発生した 
場合においても機能を維持できるものとする。 

    ・政府関係機関と接続できる非常用通信機器、 
テレビ会議システムを整備する。 

 
 
 
 
（３）原子力施設事態即応センターの整備に関する記載の追加 
 ○ 原子力事業所災害対策の重要な事項に係わる意思決定を行い、かつ、緊急時対策所におい

て行う原子力事業所災害対策の統括管理を支援するための施設（原子力施設事態即応センタ

ー）として、本店非常災害対策室および松山原子力本部非常災害対策室を整備 
○ 非常用電源の整備および政府関係機関と接続できる非常用通信機器、テレビ会議システム

の整備 
 

 

 

 

 

（４）原子力事業所災害対策支援拠点の整備に関する記載の追加 
○ 原子力事業所災害対策の実施を支援するための原子力事業所の周辺の拠点（原子力事業所

災害対策支援拠点）の候補として、自社施設をあらかじめ選定 
 
 
（５）原子力緊急事態支援組織の整備に関する記載の追加 
○ 原子力事業者で共同運営する支 
 援組織（原子力緊急事態支援組織） 
 に遠隔操作が可能な資機材（ロボ 
ット）を配備 
○支援を要する場合には、支援組 

   織から遠隔操作が可能な資機材 
（ロボット）の提供を受けるこ 
とにより、人が立ち入ることが 
できない場所での作業が可能 

 
 
 
 
（６）原子力防災訓練の実施・評価に関する記載の追加 
  ○ 事前に訓練計画を定め、訓練実施後には評価・改善を行い、訓練の評価結果を国に報告す

るとともに要旨を公表 
 

 
２．防災体制の見直し 
 
○ 災害対策本部（松山）の災害対策本部長を原子力本部長に変更 
○ 原子力災害時に防災体制を迅速に確立できるよう従来の準備段階から「非常体制」を発令 

 
                                         以 上 

 

総合事務所 
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